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目指す世界

市民の力で

持続可能な世界を実現する

政治をつくる

B

カーボンプライシング

と家計還元

（キャッシュバック）

による気候正義動対策を

世界で導入し、1.5度目標

を達成する!　

ミッション

CCL：シチズンズ・クライメイト・ロビー

• 全世界60ヶ国に支部

• 約600の支部数

• 約20万人のボランティアメンバー
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3 Main Points

Point 1
日本のカーボン

プライシング

議論の遅れ

Point 2
全体的視点欠落

への危機感

Point 3
市民からの声の

国会及び政府へ

のリーチ



● 2021年11月COP26時の世界各国の2030年及びネットゼロ目標では2.4度上昇（2100年時）の

予想

● 各国更なる努力が求められる（毎年アップデート）

● 2022年現在の2030年温室効果ガス削減目標と評価(Climate Action Tracker:G7）

● 日本は目標も低いが、その実現政策も不十分と評価されている

日本は遅れている！1.5度目標の現状

国名 2030年削減率(%) 基準年 提示された目標(%) 差分(%)

イギリス 68 1990 68 0

ドイツ 65 1990 69 4

EU(フランス・イタリア含む） 55 1990 まだ比較できないが少しの改善でほぼ十分

米国 50-52 2005 57-63 5-13

カナダ 40-45 2005 54 9-14

日本 46-50 2013 60-62 10-16

日本のNDCは、期
待される目標値と
差分が先進国の
中で一番大きい。



Energy Innovation       Carbon Dividend ActAND

カーボンプライシング（炭素課金）のシステム論的位置付け

（MIT En-Roadsモデル参照）



環境省CPに関する委員会資料より
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日本は遅れている！カーボンプライシング課金額/CO2t

カーボンプライシングダッシュボード（世銀）より



2022/3/28環境省CP委員会資料より

カーボンプライシング海外の動向

EUは着々と
炭素国境調整措置を

進めている！



● 2020年10月菅政権発足2050年ゼロエミッション宣言

● 2021年1月菅総理カーボンプライシング検討指示

● 2021年4月菅総理NDC46%以上明言

● 2021年10月エネルギー基本計画閣議決定

● 2021年12月　自民党税調2022年度カーボンプライシング（炭素税等）見送り

● 2021年12月~ 経産省GXリーグ発表

● 2022年5月5日岸田総理10年で官民150兆円、2030年17兆円目指すこと明言

● 2022年5月13日東証9月よりCO２排出権取引市場実証実験2023年4月本始動目指

す

昨年来の日本政府の脱炭素の流れ

• 脱炭素対策を企業各社の自主性に任せる時代は終わりつつある。
• これ以上の脱炭素の遅れは、経済成長の足かせに。
• グローバルスタンダードに準拠し、排出量＋炭素税のポリシーミックスに早急に着手

し、脱炭素時代の日本産業の成長を促す取り組みが必要。

WWF Japan
3,4月ｺﾒﾝﾄ



懸念

炭素税欠落 ガソリン税等

家計還元欠落
上がり続ける
燃料補助金

欠落点 非有効政策

規模の小さい温対税

コロナ以降の給付金

既存の税制及び予算配分が、温暖化対策、公正な移行に寄与するように機能していない懸
念がある



懸念（続）と提言

市民の声欠落
不適切・不十分政策

景気中折れ
移行失敗

欧米（炭素税と還付） 公正で成功する移行

日本

他国

十分で包括的なカーボンプライシング（含む還付策）で適切な移行を

提言

IPCC第６次報告書で言われている今後数年の重要性を考えると 1年の遅れは致命的。2022年中、あ
るいは23年にはより有効なカーボンプライシングの議論が求められる



・現在裕福な化石燃料使用層と現

在相対的に低収入層を同時に最

速で移行させる必要あり

—---------------------------------------

緊急性、課題の規模、能力と開発

の制約を考えると、化石燃料の迅

速かつ公平な段階的廃止と労働

者と地域社会の公正な移行を確

実にするために、前例のない国際

協力が必要です。 4億人が、最も

脆弱な19の石油国家に住んでい

ます（Carbon Tracker ‘21）

（参考）国際的移行

より移行困難
政府歳入の化石燃料比率
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